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１． 日本の電機会社の知財マネジメント変遷

１９９０年代１９８０年代 ２０００年代 ２０１０年～～１９８０年

高度成長
（技術導入）

JAPAN
as NO.1

バブル経済
崩壊

選択と集中 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化
・事業再編

特許出願
件数競争

量から質
への転換

米国ﾌﾟﾛﾊﾟﾃﾝﾄ
政策への対応

ﾗｲｾﾝｽ重視
(特許料収支
改善）

事業に貢献する
知財活用・
ﾀﾞｳﾝｻｲｼﾞﾝｸﾞ件数競争 への転換 政策への対応 改善） ﾀﾞｳﾝｻｲｼﾞﾝｸﾞ

・ 日本の電機会社は、知財 ≒ 特許
と捉え、特許出願件数を競い、特許
(創造･保護･活用）中心の人財育成(創造･保護･活用）中心の人財育成
を行ってきた

ﾘ ﾝｼ ｸ等を契機に 事業再編

電気機械製造業の知
財活動費・担当者数

・ ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ等を契機に、事業再編
を行い、知財活動を見直し中
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（注１） 特許行政年次報告書2015年版 http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/nenji/nenpou2015_index.htm 参照

費 数
が突出して多い



３． 社会イノベーション事業を実現する日立グループの姿

基本的な考え方 お客さま

フロント機能
（営業、エンジニアリング、ＳＩ、コンサルティング）

 ｢お客さま起点｣でイノベーションを創造

 フロントに営業 コンサルティング （営業、エンジニアリング、ＳＩ、コンサルティング） フロントに営業、コンサルティング、
エンジニアリング等リソースを集中・強化

地域主導でソリューションをお客さまに
・・・ヘルスケア エネルギー 金融

地域
北米, 中国等

アナリティクス・制御機能
（共通プラットフォーム）

地域主導でソリュ ションをお客さまに
提供

 イノベーションをサービスとして提供する
情報・制御プラットフォームの一元開発

 イノベ シ ンに必要なテクノロジ の

（共通プラットフォ ム）

情報プラットフォーム事業

制御プラットフォーム事業

 イノベーションに必要なテクノロジーの
獲得（ペンタホ社買収等）

プロダクト・ソフトウェア・サービス機能
（グローバルに競争力のある事業）（グロ バルに競争力のある事業）

 イノベーションを実現する先端プロダクト・
ソフトウェア・サービスの提供

産業機器事業

情報機器・ソフトウェア事業
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 グローバル競争力の高いプロダクトの提供 保守・サービス事業



４． 日立の社会イノベーション事業の伸張

お客さまのそば（フロント）で経営、Ｒ＆Ｄを推進

市場や顧客 ズを踏まえ グ ＆ 体制を再編

グローバル経営 グローバルＲ＆Ｄ

 市場や顧客ニーズを踏まえて
各地域で経営判断を行い、
社会イノベーション事業を拡大

 グローバルでＲ＆Ｄ体制を再編
 お客さまと課題を共有し、研究
開発を行う社会イノベーション社会イノベ ション事業を拡大

 米州、欧州、中国、アジアの
四地域で開始

開発を行う社会イノベーション
協創センタを設置
（東京、北米、中国、欧州）域

エネルギー、通信、ヘルスケア
コネクティッドカー、セキュリティ

米州
グローバルなお客さまとの協力によるソ
リ シ ン サ ビスの創生

社会イノベーション協創センタ

生産・SCM、エネルギー
ヘルスケア

ＥＭＥＡ・ＣＩＳ*

ビル 都市 金融 ヘルスケア

リューション・サービスの創生

革新的技術 製品 実現

テクノロジーイノベーションセンタ
ビル・都市、金融、ヘルスケア
スマートロジスティクス

中国

ヘルスケア、金融アジア・

革新的技術・製品の実現

基礎研究センタ
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ケア、金融
ディベロッパー・コングロマリット

アジア
パシフィック

* EMEA・CIS： Europe, the Middle East and Africa, Commonwealth of Independent States

探索型基礎研究による新領域開拓



５． 日立の競争戦略と協創戦略への知財部門の対応

社会イノベーション事業
プロダクト事業 顧客協創事業

競争戦略競争戦略 協創戦略協創戦略

プロダクト事業 顧客協創事業

知財
戦略

知財の
役割

競争力強化・維持競争力強化・維持 顧客・パートナーとの
パートナーシップ構築・促進
顧客・パートナーとの

パートナーシップ構築・促進

戦略

役割

 差別化ポイントを守る知財権獲得 差別化ポイントを守る知財権獲得  顧客訴求ポイントについて知財確保 顧客訴求ポイントについて知財確保

知財

活動

 参入障壁として知財権を活用 参入障壁として知財権を活用  パートナーシップ構築・促進へ知財
活用

 パートナーシップ構築・促進へ知財
活用

活動

 知財リスク低減 知財リスク低減
 顧客・パートナー知財の適切な取
扱い

 顧客・パートナー知財の適切な取
扱い

知財の
種類

特許権、意匠権、商標権、特許ライ
センス契約
特許権、意匠権、商標権、特許ライ
センス契約

営業秘密、ﾉｳﾊｳ、著作権、開発契約営業秘密、ﾉｳﾊｳ、著作権、開発契約
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2015年4月から、知的財産権本部から知的財産本部に名称変更



６． 経営課題の変化と知財

経営課題の
◎ 事業構造改革、ＲＯＥ*改善、ゲームチェンジへの対応

経営課題の
変化

事業構造改革、 改善、 対応
・ M&A・事業再編 ・ｺｽﾄ削減と業務改革

・ 「ﾓﾉ」から「ｺﾄ」（ｻｰﾋﾞｽ）へ、「競争」と「協調」のﾊﾞﾗﾝｽ

◎ 製品 事業毎の知財戦略再考 （ｵ ﾌﾟﾝ & ｸﾛ ｽﾞ戦略）

＊ ROE： Return On Equityの略称、自己資本利益率

無形資産（財）
としての
知財

◎ 製品・事業毎の知財戦略再考 （ｵｰﾌﾝ & ｸﾛｰｽﾞ戦略）
・ ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの推進 → ﾋﾞｼﾞﾈｽｴｺｼｽﾃﾑ構築

・ 技術情報(ﾉｳﾊｳ)・データなど広義の知財把握と事業貢献
知財 ・ 知財ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽ、無形資産管理、税対策(技術移転、Patent Box）

◎ TPP等、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の進展による知財ﾘｽｸ増大
・ 他者知財権の侵害ﾘｽｸ低減（ｸﾘｱﾗﾝｽ）、他者知財のｺﾝﾀﾐﾈｰｼｮﾝ知財

（情報混入）排除

・ 営業秘密、著作権、ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・個人情報等を考慮したﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

・ 競争法遵守 不正競争防止（模倣品対策等）

リスク
マネジメント
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・ 競争法遵守、不正競争防止（模倣品対策等）



７． IoT時代の企業の知財人財 （私見）

① ﾌﾟﾛﾊﾟﾃﾝﾄからﾌﾟﾛｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへ、IoT時代をｲﾝｽﾊﾟｲｱする広義の
知 育成知財人財育成

→ 業種毎に異なるが、特許専門職の減少(ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ)
事業経験等を通して 経営に関与できる広義の知財人財育成→ 事業経験等を通して、経営に関与できる広義の知財人財育成

② ゲームチェンジに対応できる知財人財育成・採用② ゲ ムチェンジに対応できる知財人財育成 採用

→ 「競争」と「協調」を使い分け、ﾙｰﾙ形成・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ構築できる人財の育成・採用
→ ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに迅速対応できる提案型人財の育成・採用

外部（顧客・ﾊﾟｰﾄﾅｰ）交流・
経験者採用

【IoT時代の企業知財人財育成モデル（案）】

リベラル・
アーツ

事業
（企画、開発、営業、法務、
財務/会計等）

事業

経験者採用

ア ツ
＋
ビジネス・
リテラシー

研究開発
知財専門職

財務/会計等）

経営

研究開発
知財専門職
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リテラシ
・知財専門職

研究開発・知財専門職
・知財専門職





参考-１． 世界の特許動向 （１）

・全世界で256.8万件の特許出願(2013年)
・コンピュータ 通信 自動車 半導体 薬品が上位5分野 → 電気機器分野が過半数・コンピュータ、通信、自動車、半導体、薬品が上位5分野 → 電気機器分野が過半数

コンピュータ
＋周辺機器

薬品

通信

自動車半導体
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（注３） http://ip.thomsonreuters.com/sites/default/files/2014stateofinnovation.pdf



参考-２． 世界の特許動向 （２）

© Hitachi, Ltd. 2016. All rights reserved. 9
（注４） 「特許行政の最近の動向」 （特許庁 2015年） 参照


